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　市の職員の給与は、条例や規則によって定められています。
市民の皆さんのご理解をいただくために、内容を紹介します。
              　　　　　　　　　　　　　◆職員課 　田 （札４６０－９８１３）

市職員の給与等をお知らせしま市職員の給与等をお知らせしますす

①研修名および参加者数　②勤務成績
の評定の状況
（７）職員の福祉および利益の保護の状況
①安全衛生　②公務災害補償　③福利
厚生事業　④利益の保護の状況
（８）職員の競争試験の状況
①採用試験
　（応募者数・受験者数・合格者数）
②昇任試験および昇任選考
　（対象者数・受験者数・合格者数）
◆職員課 　田 （札４６０－９８１３）

②職員給与費の状況（普通会計予算）
ほか１１項目
（３）職員の勤務時間その他の勤務条件
の状況
①職員の勤務時間（一般職の標準的な
もの）　②年次有給休暇の取得状況　
③特別休暇の導入状況
（４）職員の分限および懲戒処分の状況
①処分者数（処分事由別）
（５）職員の服務の状況
①違反者の状況
（６）職員の研修および勤務成績の評定
の状況

　平成１７年４月１日より人事行政の運
営等状況の公表に関する条例が施行さ
れ、次の事項を公表することとなりま
した。詳細は　HP 、両庁舎情報公開コ
ーナーで公表します。
報告事項一覧
（１）職員の任免の状況および職員数に
関する状況
①職員の任免の状況
　・採用者数・退職者数・職員数
②昇任者数
（２）職員の給与の状況
①人件費の状況（普通会計決算）

人事行政の運営等の状況の公表
に関する条例報告事項について

（８）ラスパイレス指数　

　国家公務員の給与を１００.０とした場合の、地方公務員の給与水準を指数で示したもの
で、一般行政職の学歴別・経験年数別に平均給与額を比較した場合の総合的な給与水準
です。当市における一般行政職の給与水準は、平成１８年４月１日現在で１００.０（前年は
９９.５）となっています。

（９）定員適正化計画

西東京市地域戦略プランに基づき、定員適正化に取り組んでいます。今年度中に新たな
定員適正化計画を策定し、引き続き定員適正化に取り組みます。

（１２）部門別職員数の状況と主な増減理由

主な増減理由
対　前　年職　員　数（人）区　　分
増減数（人）１８年度１７年度部　　門

事務の統廃合・縮小▲２１２１４議会

一般行政部門

定数減▲７２０４２１１総務
定数減▲１７３７４税務

０３３労働
０４４農水
０３３商工
定数減▲３６０６３土木
事務の統廃合・縮小▲１２４２７４３９民生
業務増２１１１１０９衛生

▲２３８９７９２０小計
退職者不補充▲５１７８１８３教育特別行政部門 ▲５１７８１８３小計

０１４１４下水道
公営企業会計
部門 定数減▲１１９８１０９その他

▲１１１１２１２３小計
▲３９１,１８７１,２２６合計

（注）１　職員数は、一般職に属する職員数で、臨時および非常勤職員を除きます。
　　　２　再任用短時間職員は除き、教育長は含みます。

（１）人件費の状況（普通会計決算）　

（参考）１７年度
人件費比率

人件費比率
Ｂ／Ａ人件費Ｂ実質収支歳出額Ａ住民基本

台帳人口区分

２１.３％１９.６％１１,６３６,５６１千円１,３２４,８６６千
円５９,２７０,１１７千円平成１９年３月３１日現在

１８９,３９５人１８年度

（２）職員給与の状況（普通会計予算）

１人当たり給
与費　Ｂ／Ａ計Ｂ

給与費
職員数Ａ区分

期末・勤勉手当職員手当給料

７,４５０千円７,７０３,１４１千
円

１,９８０,６１５千
円

１,３０１,２４４千
円

４,４２１,２８２千
円

１,０３４人
（１２人）１９年度

（注）１職員手当には、退職手当は含まれておりません。
　　　２給与費は、当初予算に計上された額です。
　　　３（　）内は、再任用短時間職員であり、職員数Ａ１,０３４人に含まれます。

（３）職員の平均給料月額、平均給与月額および平均年齢の状況 億 （平成１９年４月１日現在）
技能労務職一般行政職

区分
平均年齢平均給与月額平均給料月額平均年齢平均給与月額平均給料月額
４８歳３月440,484円３５９,１５３円４５歳７月４８７,５１５円３６７,９２５円西東京市
４７歳０月４２９,０６５円３３０,７３２円４３歳７月４７３,４２７円３５７,４１４円東京都

（注）１「平均給料月額」とは、平成１９年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給
の平均です。

　　　２「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、
時間外勤務手当等の諸手当の額を合計したものです。

（４）職員の初任給の状況 億億億 （平成１９年４月１日現在）　
国東京都西東京市

区分
初  　    任     　 給

１７９,２００円１７９,２００円１７９,２００円大学卒
一般行政職

１３８,４００円１４２,７００円１４２,７００円高校卒

（５）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額状況 億億 （平成１９年４月１日現在）

経験年数２０年経験年数１５年経験年数１０年区分

３５３,９８０円３１５,１１４円２８０,１００円大学卒
一般行政職

３０５,２００円２８９,４００円２０５,４５０円高校卒

（６）一般行政職の級別職員数の状況 億億億億億億億億億億億億億億億億 （平成１９年４月１日現在）
５級６級７級８級９級区分

係長・主査課長補佐・副主幹課長・主幹部次長・副参与部長・参与標準的な職務内容
１７２人５６人４０人１６人１９人職員数(人）
２７.１％８.８％６.３％２.５％３.０％構成比（％）
２８.３％７.８％５.９％２.７％２.９％１年前構成比
２６.８％３.０％８.９％１.９％２.７％５年前構成比

計１級２級３級４級区分
主事主任標準的な職務内容

６３５人５人５人１４２人１８０人職員数(人）
１００.０％０.８％０.８％２２.４％２８.３％構成比（％）
１００.０％０.８％０.６％２４.８％２６.２％１年前構成比
１００.０％０.８％１.４％２８.５％２６.０％５年前構成比

（７）昇給期間短縮の状況　
技能労務職一般行政職合計区　　分
１７７人６６４人８４１人職員数（Ａ）

１８年度 ８人３３人４１人普通昇給期間（１２月～２４月）を短縮して昇給した職員数（Ｂ）
４.５％５.０％４.９％比率（Ｂ）／（Ａ）

１８３人６９１人８７４人職員数（Ａ）
１７年度 ２９人９５人１２４人普通昇給期間（１２月～２４月）を短縮して昇給した職員数（Ｂ）

１５.８％１３.７％１４.２％比率（Ｂ）／（Ａ）

（１１）特別職の報酬等の状況（平成１９年４月１日現在）
給料月額等区分

期末手当

９６５,０００円
給料

市長
（１８年度支給割合）８３１,０００円副市長

２.１０月分６月期　６９５,０００円常勤監査委員
２.３５月分１２月期　５７６,０００円

報酬
議長

４.４５月分計５３０,０００円副議長
４９５,０００円議員

（１０）職員手当の状況　
国西東京市区分

勤勉手当期末手当勤勉手当期末手当

期末手当
勤勉手当
（１８年度）

０.７２５月
（０.３５月）

１.４０月
（０.７５月）６月期０.４７５月

（０.２７５月）
１.６０月
（０.７５月）６月期

０.７２５月
（０.４月）

１.６０月
（０.８５月）１２月期０.４７５月

（０.２７５月）
１.６５月
（０.９５月）１２月期

－－３月期－０.２２月
（０.０９月）３月期

４.４５月
（２.３５月）計４.４２月

（２.３４月）計

職制上の段階、職務の級等による加
算措置あり
（　）は再任用職員に係る支給割合

職制上の段階、職務の級等による加
算措置あり
（　）は再任用職員に係る支給割合

勧奨・定年自己都合勧奨・定年自己都合

退職手当

３０.５５月分２３.５０月分勤続２０年３５.００月分２４.２５月分勤続２０年
４１.３４月分３３.５０月分勤続２５年４５.５０月分３２.５０月分勤続２５年
５９.２８月分４７.５０月分勤続３５年５９.２０月分４９.７５月分勤続３５年
５９.２８月分５９.２８月分最高限度額５９.２０月分５０.００月分最高限度額

その他の加算措置
　定年前早期退職特例措置
　（２％～２０％加算）

その他の加算措置
　定年前早期退職特例措置
　（２％～２０％加算）

西東京市
区分

特殊勤務手当
（18年度）

全職種
３,９３５円支給職員１人当たり平均支給年額
４%職員全体に占める手当支給職員の割合
４手当の種類（手当数）

犬猫等死体処理手当
支給額の多い手当

代表的な手当の名称
支給対象職員の多い手当

全市域支給対象地域

地域手当
（１９年４月
１日現在）

３１８,７７３千円支給総額
時間外勤務
手当

（１８年度）

１３％支給率
１,１４８人支給対象職員数
１２％国の制度（支給率）

２６７千円
職員１人
当たり支
給年額 ５３０,９１５円支給対象職員１人当たり平

均支給年額（１８年度）

国の制度西東京市の制度
１３,０００円
６,０００円
６,０００円
５,０００円

配偶者
配偶者以外の扶養親族２人まで
その他の扶養親族
特定期間の加算

１３,５００円
６,０００円
５,０００円
４,０００円

配偶者
配偶者以外の扶養親族２人まで
その他の扶養親族
特定期間の加算

扶養手当

２７,０００円
２,５００円

賃貸住宅　支給限度額
自宅（新築購入後５年以内）９,０００円

８,５００円

世帯主およびこれに準ずるもの
　扶養あり
　扶養なし

住居手当

交通機関（１か月当たりの支給限度額）交通機関（１か月当たりの支給限度額）
通勤手当 ５５,０００円５５,０００円

交通用具　通勤距離に応じて支給交通用具　通勤距離に応じて支給


